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１．事業概要

【目的】

都内に地産地消型再生可能エネルギー発電等
設備又は再生可能エネルギー熱利用設備を設
置する事業者に対して、当該設備の設置に係
る経費の一部を助成することにより、温室効果
ガスの排出削減及び電力系統への負荷軽減を
図ること等を目的として行うものです。
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【目的】

© 2022 Tokyo Metropolitan Center for Climate Change Actions All Rights Reserved.



１．事業概要

【地産地消型とは】

①都内に再生可能エネルギー発電設備を設置し、その設置設備か
ら得られたエネルギーを、都内の特定の施設に供給し、当該施
設で消費する場合

※再生可能エネルギー利用設備の設置者と当該設置建物（特定の
施設）の所有者が異なる場合を含みます。

②再生可能エネルギー発電等の設備を設置し、その設置設備から
得られたエネルギーを一般電気事業者の送電網を用いて送電し、
消費する場合（いわゆる 自己託送）。

※再エネ設備の設置場所、消費場所ともに都内であることが条件で
す。
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【地産地消とは】
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１．事業概要
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【地産地消とは】

【特定の施設とは…】

住居の用に供する部分を除く施設のことです。

例えば、住居兼店舗（事務所等事業専用部）で使用する場合は、住居部分
と店舗（事務所等事業専用部）部分で、電力契約が明確に分けられ、店舗
部分（事務所等事業専用部）のみで地産地消することが確認できれば助成
対象となります。

注）特定の施設対象⇒ 電力契約が住居部分と分かれているマンション共用部、
コンビニ等

注）特定の施設対象外⇒同一電力契約内にある社宅、寮などの住居がある場合
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１．事業概要

【事業スキーム】
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【事業スキーム】

●都の出えん金による基金造成
都は本事業の原資を公社に出えんし、公社はその出えん金により基金を造成
します。

●基金を活用した助成事業
公社は基金を原資として、助成対象となる再エネ発電等設備や再エネ熱利用
設備を設置された民間事業者等に対して、その経費の一部を助成します。
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東京都

東京都環境公社

基金造成

①出えん
民間事業者等

・再エネ発電等設備の設置

・再エネ熱利用設備の設置

②助成金申請

③交付決定
④助成金支払



１．事業概要

【事業期間】

令和５年度まで
※ 助成金の交付は令和６年度まで

【予算額】

令和４年度 29億9,300万円
※令和4年度地産地消型再エネ増強プロジェクト総額
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【事業期間・予算額】
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２. 助成対象事業者等
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【助成対象者及び助成率】

助成対象事業者の種別 助成率 上限額

①
中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項の要件を満た
す民間企業

２／３ 以内 １億円

② 個人事業主

③
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第2条第1項に規定する
独立行政法人又は地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第2
条第1項に規定する地方独立行政法人

④ 国立大学法人、公立大学法人及び学校法人

⑤ 一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人及び公益財団法人

⑥ 医療法（昭和23年法律第205号）第39条に規定する医療法人

⑦ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人

⑧ 事業ごとの特別法の規定に基づき設立された協同組合等

⑨ 法律により直接設立された法人

⑩ 上記①から⑨までに準ずる者として公社が適当と認める者

⑪ 都内区市町村

⑫ ①から⑪以外の民間事業者 １／２ 以内 7,500万円

都内に事務所又は事業所を有する次に掲げる者
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２. 助成対象事業者等

【中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項の要件を
満たす会社及び個人とは】
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【中小企業基本法（昭和38年法律
第154号）第２条第１項の要件を満
たす会社及び個人とは】

「資本金の額又は出資の総額」又は「常時使用する従業員の数」どちらかに該当
すれば中小企業になります。

資本金の額
又は出資の総額

常時使用する従業員の数

３億円以下 300人以下

１億円以下 100人以下

５千万円以下 100人以下

５千万円以下 50人以下

業種分類
（日本標準産業分類）

① 製造業、建設業、運輸業
　　その他の業種（②～④を除く）

② 卸売業

③ サービス業

④ 小売業
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３．助成対象要件

＜共通要件＞
次の①及び②全ての要件を満たすものであること。

① 助成対象設備が電気事業者による再生可能エネル
ギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法
律第108号）第９条第４項の認定を受けない地産地
消を主たる目的としたもの（FIT制度又はFIP制度にお
いて認定を受けないもの）であること。
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【地産地消型再生可能エネルギー利用設備】
共通要件
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３．助成対象要件

② 再生可能エネルギー発電設備の年間発電量が、１つの
需要先の年間消費電力量の範囲内であること。

※ 年間消費電力量の算出に当たっては、根拠資料（既築の
施設の場合は、電気事業者が発行する直近１年間分の
使用電力量が記載されている書類）を交付申請時に提
出してください。
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【地産地消型再生可能エネルギー利用設備】
共通要件

年間消費電力量 ≧ 年間発電量
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４．助成対象設備

＜太陽光発電＞
※ 太陽光発電システムを構成するモジュールは、

一般財団法人電気安全環境研究所（ＪＥＴ）が定めるJETPVm認証のうち、モ
ジュール認証を受けたものであること若しくは同等以上であること又は国際電気
標準会議（ＩＥＣ）のIECEE-PV-FCS制度に加盟する認証機関による太陽電池モ
ジュール認証を受けたものであること（認証の有効期限内の製品に限る。）。
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太陽電池モジュールのＪＩＳ等に規定さ
れている公称最大出力の合計値

パワーコンディショナーのＪＩＳに基づく
定格出力の合計値

いずれか小さい値
（kWを単位とし、1kW以上は
小数点以下は切り捨て）

（1kW未満は、小数点第2位
を切り捨て）

又は

【地産地消型再生可能エネルギー利用設備】
太陽光発電

© 2022 Tokyo Metropolitan Center for Climate Change Actions All Rights Reserved.

※ 太陽光発電システム出力は、



４．助成対象設備

・太陽光発電設備以外の助成対象設備

風力発電、水力発電

地熱発電、バイオマス発電

蓄電池（再エネ発電設備と同時導入するものが
対象）

〈再エネ熱利用設備〉

太陽熱利用、温度差熱利用、地中熱利用

バイオマス熱利用、バイオマス燃料製造
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【地産地消型再生可能エネルギー利用設備】
太陽光発電以外
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